
担当部局庁 海上保安庁装備技術部

課長　浅野　富夫

会計区分

事業番号 0540
　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

作成責任者事業名 巡視船艇の運航に関する経費

一般会計、東日本復興特別会計 施策名 18  船舶交通の安全と海上の治安を確保する

事業開始・
終了(予定）年度

Ｓ２３～ 担当課室 船舶課

21年度 22年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　 海上保安庁は、海難救助、犯罪の予防及び鎮圧、海上防災、海上交通安全、海洋汚染防止等に係る業務を24時間365日行っているが、
さらにこのような業務に加え、近年、不審船対応、テロ対策、尖閣諸島等における領海警備、海洋権益の保全に関する業務にも対応するこ
とが必要となっている。さらに、東日本大震災においても、海難船舶・行方不明者捜索救助、救援物資・人員等の緊急輸送、航路障害物等
の曳航除去、航行禁止区域指導警戒、被災地での給水・給油活動等の災害対応業務を行ってきたところである。
　 これら質的・量的に拡大している業務を適確に遂行するためには、そのための枢要なアセットである巡視船艇等を適正に維持するととも
に、運航に必要な燃料を確保することが必要不可欠であるところ、法定整備を始めとする各種整備や修繕を行っているほか、海難救助や
しょう戒活動等を実施するための燃料の供給等を行っている。
※【参考】海上保安庁法第４条
   海上保安庁の船舶及び航空機は、航路標識を維持し、水路測量及び海象観測を行い、海上における治安を維持し、遭難船員に援助を
与え、又は海難に際し人命及び財産を保護するのに適当な構造、設備及び性能を有する船舶及び航空機でなければならない。

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

0 △ 900

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
海上保安庁法第5条第1項第27号

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

 　法令の海上における励行、海難救助、海洋汚染等の防止、海上における犯罪の予防及び鎮圧、海上における犯人の捜査及
び逮捕、海上における船舶交通に関する規制、水路、航路標識に関する事務その他海上の安全の確保に関する事務並びにこ
れらに附帯する事項に関する事務を適確に行い、海上の安全及び治安の確保を図るものである。

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26,555

28,408

25年度要求23年度 24年度

予
算
の
状
況

当初予算 20,836 22,634

繰越し等

23,063 26,662

補正予算 △ 354

△ 496

計 20,482

20,563

執行率（％） 99.9% 99.8%

0

1,329 6,595 -

1,853

成 指標 単位

執行額 20,456 23,017 26,659

100.0%

年度 年度 年度
目標値

成果指標 単位

％達成度

20年度 21年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（　　年度）

   海上保安業務は、巡視船艇、航空機、陸上部
署が相互に連携して我が国の広大な管轄海域
を昼夜を分かたずカバーすること等により効果
があがるものであり、個別の船艇、航空機、陸
上施設の整備と結び付けて効果を把握すること
は困難であり不適当。また、犯罪の防止や領海
警備といった数値化が困難な業務が多々あり、
全てを定量的に評価していない。現在、巡視船
艇・航空機の整備を含む海上保安体制の整備
について、要救助海難の救助率、テロ活動によ
る被害発生件数といった指標を基に政策評価を
実施。

成果実績

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

単位当たり
コスト

６０　（百万円／１隻） 算出根拠
単位当たりコストは、
平成23年度の巡視船艇等の運航に関する経費の執行額26,659百万
円を巡視船艇等の総数448隻で除したもの。

巡視船艇等の燃料供給、船艇法定検査

活動実績

（当初見込
み）

―

(                   ) (                )

24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

航空機及船舶運航費 26,555

　 　

　 　

費　目

　 　

計 26,555

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳



事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。
　本事業は質的・量的に拡大する海上保安業務を遂行
する上で必要となる巡視船艇の修繕、燃料の供給等を
行い、巡視船艇の運航を適正に維持するものであり、
国が実施しなければならず、かつ、優先度が高い。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

　契約行為については、海上保安業務における必要性
や施設の老朽化の程度等を精査し、真に必要なもの、
緊急性の高いものから整備を進めており、コストの削減
に努めている。
　また、事業目的に沿った予算の執行を行っており、そ
の執行状況は適切に把握・確認している。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
結
果

   本経費については、例えば修繕に関し、老朽化対策工事を緊急性の高いものに限定したり、乗員や陸上職員による日常点検等の実施
体制を確立することにより法定検査間隔を延伸するなど、その節減を図っているところであるが、財政上の制約も踏まえ、引き続き節減に
努めていく。

【前回の指摘を踏まえた執行上の改善点】
　 業務の見直しにより、航路標識測定船等の合理化を行いコスト縮減を図った。また、引き続き、調達方式の見直し等により、調達コストの
縮減を図っている。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

　現在、海上保安体制の整備について、要救助海難の
救助率、テロ活動による被害発生件数といった業績指
標を基に政策評価を実施しているが、法定整備や燃料
の供給等を通じて巡視船艇を適正に維持することによ
り、これら業績指標についても目標達成を維持してい
る。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

予算監視・効率化チームの所見

平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

関連する過去のレビューシートの事業番号

22-517 23-495、復興-0063

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



Ａ．伊藤忠エネクス株式会社 Ｅ．株式会社りゅうせき

費　目 使　途

燃料費 船舶用燃料費 330 燃料費

金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

船舶用燃料費 1,072

1,072計 330 計

巡視船定期検査修理 380

Ｂ．ユニバーサル造船株式会社 Ｆ．サンセイ株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

役務費 巡視船延命工事 506 役務費

電気料 上架船舶自活用電力 1

381計 506 計

Ｃ．東京都 Ｇ．横浜市

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

水道料 船舶用水道料 4 水道料 船舶用水道料 8

8計 4 計

Ｄ．独立行政法人国立印刷局 Ｈ．

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

役務費 官報公告料 10

計 10 計



支出先上位１０者リスト
Ａ．民間事業者（61社）

Ｂ．民間事業者（123社）

3 函館どつく株式会社 巡視船定期検査修理、被災巡視船復旧工事

日本サルヴェージ株式会社2

4 五洋建設株式会社

5

巡視船延命工事 506 随意契約 ー

被災巡視船引きおろし工事

6 日本工機株式会社

随意契約 ー

495

入札者数 落札率

1 ユニバーサル造船株式会社

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 新潟原動機株式会社

1 伊藤忠エネクス株式会社 船舶用燃料購入 330

船舶用主機関交換部品購入 301

1 100.0

1 96.9

2 97.5

4 新東亜交易株式会社 船舶用主機関交換部品購入 131

1 95.0

3 サマユー株式会社 船舶用主機関交換部品購入 268

6 ＪＦＥエンジニアリング株式会社

5 かもめプロペラ株式会社 巡視船プロペラ購入 104

船舶用主機関交換部品購入 102

1 95.0

2 88.5

1 99.3

8 三井造船株式会社 船舶用主機関交換部品購入 88

1 100.0

7 日本無線株式会社 船舶用通信装置購入 101

3 98.8

9 ヤンマー株式会社 船舶用主機関交換部品購入 87 1 97.9

10 トーエイ株式会社 船舶用需品購入 72

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

随意契約 ー

随意契約 ー411

随意契約 ー三菱重工業株式会社 巡視船定期検査修理、航海計器購入等 89

震災による海上漂流物回収等作業 185

随意契約

32

ー

随意契約 ー

随意契約 ー7 ダイキン工業株式会社 巡視船武器弾薬購入 26

巡視船武器弾薬購入

随意契約 ー

8 株式会社善衛商事

9 東京計器株式会社 巡視船航海計器購入 22

巡視船備品購入 24

随意契約 ー10 日本水路図誌株式会社 海図購入 19

Ｃ．地方公共団体（1団体）

Ｄ．公益法人（1団体）　

6

10

7

5

4

3

2

3

7

6

2

入札者数 落札率

1 東京都 船舶用水道料 4

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

4

5

随意契約 ー

8

9

10

入札者数 落札率

随意契約 ー

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

支　出　先

1 独立行政法人国立印刷局 官報公告料 10

8

9



E．民間事業者（448社）

F．民間事業者（1,983社）

G．地方公共団体（134団体）　

10 三菱重工業株式会社 巡視船定期検査修理、巡視船武器点検整備等

98.8

7 有限会社後藤石油

8 中川物産株式会社 船舶用燃料購入 272

177

1

船舶用燃料購入

入札者数 落札率支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2 新潟原動機株式会社 船舶用主機関修理、船舶用主機関交換部品購入 1,069

1 株式会社りゅうせき 船舶用燃料購入 1,072 1 99.6

2 99.8

2 97.0

1 98.2

3 横浜マリン石油株式会社

4 サノヤス造船株式会社 船舶用主機関修理、船舶用主機関交換部品購入等 416

船舶用燃料購入 937

8

5 北日本石油株式会社 船舶用燃料購入 394 7

6 三菱ふそうトラック・バス株式会社 船舶用主機関修理、船舶用主機関交換部品購入等 353

99.5

船舶用燃料購入 276

2 100.0

7 99.8

99.3

10 日米礦油株式会社 船舶用燃料購入 234 7 99.6

9 道南石油株式会社 269

入札者数 落札率支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2 内海造船株式会社 巡視船定期検査修理、船舶用法定備品点検等 326

1 サンセイ株式会社 巡視船定期検査修理、船舶用法定備品点検等 381 随意契約 ー

随意契約 ー

随意契約 ー

随意契約 ー

3 サノヤス造船株式会社

4 函館どつく株式会社 巡視船定期検査修理、巡視船プロペラ修理等 257

巡視船定期検査修理、船舶用主機関交換部品購入等 272

6 株式会社アイ.エイチ.アイマリンユナイテッド 巡視船定期検査修理、巡視船武器点検整備等 232

5 株式会社新笠戸ドック 巡視船定期検査修理、船舶用法定備品点検等 253 随意契約 ー

随意契約 ー

随意契約 ー

7 新潟造船株式会社

8 東北ドック鉄鋼株式会社 巡視船定期検査修理、船舶用法定備品点検等 190

巡視船定期検査修理、船舶用法定備品点検等 225

9 株式会社日本製鋼所 巡視船武器点検整備、巡視船武器購入 178

随意契約 ー

随意契約 ー

随意契約 ー

支 出 額

随意契約 ー10 沖縄県 船舶用水道料 2

入札者数 落札率

随意契約 ー

支　出　先

1 横浜市 船舶用水道料 8

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

3 呉市 船舶用水道料 4

2 福岡市 船舶用水道料 5 随意契約 ー

随意契約 ー

随意契約 ー

随意契約 ー

4 釧路市

5 小樽市 船舶用水道料 3

船舶用水道料 3

7 和歌山県 船舶用水道料 2

6 函館市 船舶用水道料 2 随意契約 ー

随意契約 ー

随意契約 ー

随意契約 ー

8 神戸市

9 新潟県 船舶用水道料 2

船舶用水道料 2


